
建 設 省 厚 第 ５ ０ 号

昭和４５年１２月１０日

最終改正 令和４年 月３日 国 会 公 契 第 号10 1 1

建設コンサルタント業務等請負業者選定事務処理要領

(目的)

第１ 地方整備局(港湾空港関係事務に関することを除く。以下同じ。)の所掌する測量、建設コ

ンサルタント業務(土木建築に関する工事の設計若しくは監理又は土木建築に関する工事に関

する調査、企画、立案若しくは助言を行うことの請負、又は受託を行う業務をいう。以下同

じ。)、地質調査業務(地質又は土質について調査し、及び計測し、並びに解析し、及び判定す

ることにより、土木建築に関する工事の設計若しくは監理又は土木建築に関する工事に関する

調査、企画、立案若しくは助言に必要な地質又は土質に関する資料の提供及びこれに付随する

業務を行うことの請負又は受託を行う業務をいう 以下同じ )等の請負契約を締結する場合の。 。

一般競争及び指名競争に参加する者に必要な資格並びに当該資格の審査並びに競争に参加する

者の選定等に関する事務の取扱いについては、会計法(昭和22年法律第35号)、予算決算及び会

計令(昭和22年勅令第165号 以下 令 という ) 国の物品等又は特定役務の調達手続の特例。 「 」 。 、

を定める政令(昭和55年政令第300号) 契約事務取扱規則(昭和37年大蔵省令第52号) 国の物品、 、

等又は特定役務の調達手続の特例を定める省令(昭和55年大蔵省令第45号)、国土交通省所管会

計事務取扱規則(平成13年国土交通省訓令第60号。以下「規則」という。)その他の法令に定め

るもののほか、この要領の定めるところによるものとする。

(一般競争参加資格)

第２ 地方整備局の長(以下 部局長 という )は 規則第34条第1項の規定により一般競争に参「 」 。 、

加する者に必要な資格(以下「一般競争参加資格」という。)を定めるときは、次の各号による

ものとする。

一 次のイからホまでに掲げる者でないこと。

イ 令第70条に該当する者

ロ 令第71条第1項各号のいずれかに該当し 期間を定めて一般競争に参加させないこととさ、

れた者のうち、当該期間を経過しない者

ハ 経営状態が著しく不健全であると認められる者

ニ 第４の一般競争(指名競争)参加資格審査申請書(測量・建設コンサルタント等)若しくは

添付書類又は資格審査申請用データ中の重要な事項について虚偽の記載をし、又は重要な

事実について記載をしなかった者

ホ 営業に関し法律上必要な資格を有しない者

二 次のイからニまでに掲げる項目について、別に定めるところにより算定する総合点数を付

与すること。

イ 定期又は随時の一般競争参加資格審査(規則第34条第4項の規定による一般競争参加資格

の審査をいう。以下同じ。)の申請をする日の直前の事業年度の終了日(以下「審査基準

日」という。)の直前２年の各事業年度の希望業種区分(当該申請に係る一般競争に参加を



希望する業種区分をいう。以下同じ。)ごとの年間平均実績高

ロ 審査基準日の直前の事業年度の決算における自己資本額

ハ 審査基準日における業種区分ごとの有資格者(業種区分に応じ 別表１の有資格者の欄に、

掲げる者をいう。)の数

ニ 審査基準日までの営業年数

(業種区分)

第３ 一般競争参加資格審査の業種区分は次の各号に掲げるものとする。

一 測量

二 建築関係建設コンサルタント業務

三 土木関係建設コンサルタント業務

四 地質調査業務

五 補償関係コンサルタント業務

(一般競争参加資格審査の実施)

第３の２ 一般競争参加資格審査は、２年に１回定期の一般競争参加資格審査を行うほか、随時

に行うものとする。

(一般競争参加資格審査の資格審査申請書等)

第４ 部局長は一般競争参加資格審査の申請をする者(以下「申請者」という。)に対し、一般競

争(指名競争)参加資格審査申請書(測量・建設コンサルタント等)(以下 資格審査申請書 とい「 」

う。)(様式１)を提出させるものとする。

２ 資格審査申請書には、次の各号に掲げる書類を添付させるものとする。

一 業態調書(様式２)

二 営業所一覧表(様式３)

三 技術者経歴書(様式４)

四 申請者が法人である場合においては、登記事項証明書（不動産登記法の施行に伴う関係法

律の整備等に関する法律（平成16年法律第124号）第53条第5項の規定によりなおその効力を

有するものとされる同法第52条の規定による改正前の商業登記法 昭和38年法律第125号 に（ ）

規定する商業登記簿謄本を含む ）又はこれの写し(様式５)。

五 営業に関し、法律上必要とする登録の証明書又はこれの写し(様式６)

六 申請者が法人である場合においては、審査基準日の直前一年の各事業年度の貸借対照表、

損益計算書並びに株主資本等変動計算書及び個別注記表、個人である場合においては、審査

基準日の直前一年の各事業年度の貸借対照表及び損益計算書(様式７)

七 納税証明書の写し（申請者が個人である場合においては、国税通則法施行規則（昭和37年

大蔵省令第28号。以下「国税規則」という ）別紙第９号書式（その３）又は（その３の２ 、。 ）

法人である場合においては、国税規則別紙第９号書式（その３）又は（その３の３ ））

ただし、納付すべき租税が更生債権又は再生債権となり、更生計画又は再生計画が認可さ

れていないため納付ができず、納税証明書の写しを提出できない場合又は納税額について係

争中のため、当該係争部分に係る納税証明書の写しを提出できない場合（係争部分以外の租

税については納税証明書の写しを提出していることが必要）は、それぞれ租税の納付ができ

ないことを示す書類又は納税額について係争中であることを示す書類

３ 申請者がインターネットを使用して申請する場合（以下「インターネット方式」という ）は、。

第１項及び第２項の規定にかかわらず、申請案内ホームページから資格審査用データを別添の



入力画面上において作成し、送信させ、前項第四号から第七号までに掲げる書類の提出をもっ

て申請を受け付けるものとする。

なお、申請者が電子納税証明書の交付を受けている場合には、前項第七号に掲げる書類の提

出に代えて、電子納税証明書の送信をもって申請を受け付けることができるものとする。

４ 第２項の場合において、申請者が次の各号に掲げる者であるときは、当該各号に定める書類

をもって第２項第四号及び第五号に掲げる書類並びに同項第三号及び第六号に掲げる書類又は

これらに準ずる書類に代えることができるものとする。

一 測量業者(測量法(昭和24年6月3日法律第188号)第55条の５第１項の規定により測量

業者として登録を受けた者をいう。)

測量法第55条の８に規定する書類の写し

二 建設コンサルタント登録業者(建設コンサルタント登録規程(昭和52年4月15日建設省告示

第717号)第2条に規定する登録簿に登録を受けた者をいう。)

建設コンサルタント登録規程第７条に規定する現況報告書の写し

三 地質調査業登録業者(地質調査業者登録規程(昭和52年4月15日建設省告示第718号)第２条

に規定する登録簿に登録を受けた者をいう。)

地質調査業者登録規程第７条に規定する現況報告書の写し

四 補償コンサルタント登録業者(補償コンサルタント登録規程(昭和59年9月21日建設省告示

第1341号)第２条に規定する登録簿に登録を受けた者をいう。)

補償コンサルタント登録規程第七条に規定する現況報告書の写し

(資格審査申請書等の提出時期)

第５ 資格審査申請書又は資格審査用データの提出時期は、次の各号に掲げるところによるもの

とする。

一 定期の一般競争参加資格審査にあっては、当該審査の認定をする年の前年の12月から当該

審査の認定をする年の１月までの間で部局長が定める期間

二 随時の一般競争参加資格審査にあっては、随時

(資格審査申請書の提出方法等)

第５の２ 第４第１項の規定による提出は、次の各号に掲げる方式のいずれかによるものとする。

一 文書持参方式（定期の一般競争参加資格審査を除く ）。

二 文書郵送方式（定期の一般競争参加資格審査においてはインターネット方式では対応して

いない申請に限る ）。

三 電子メール方式（定期の一般競争参加資格審査においてはインターネット方式では対応し

ていない申請に限る ）。

２ インターネット方式による場合における第４第２項第四号から第七号までに掲げる書類の提

出は、郵送によるものとする。

３ 第４第１項の規定による提出は、申請者が２以上の部局長による一般競争参加資格審査を希

望するときは、当該申請者の本社（本店）の所在地を受付担当部局（別表２に掲げるところに

よるものとする。第12第３項において同じ ）とする部局長に対して行わせるものとする。。

(一般競争参加資格審査)

、第６ 部局長は、規則第34条第4項の規定により申請者の一般競争参加資格審査を行なうときは

次の各号によるものとする。

一 第２第一号に定める資格を有しない者については、一般競争参加資格がないと認定する。



二 前号に掲げる者以外の者については、希望業種区分ごとに、第２第二号の総合点数の高点

順(同点の場合は、年間平均実績高の順)に配列し、当該業種区分における順位を付して一般

競争参加資格があると認定する。

(審査会)

第７ 部局長は 一般競争参加資格審査の予備審査を行なうため 競争参加資格審査会(以下 審、 、 「

査会」という。)を設けるものとする。

２ 審査会の会長は部局長とし、審査員は、当該部局の職員の中から部局長が指名した者とする

ものとする。

３ 審査会は２年に１回定期の審査会の会議を開くものとし、会長が必要と認めるときは、随時、

審査会の会議を開くことができるものとする。

４ 審査会の会議は会長が招集するものとし、会長及び審査員の過半数が出席しなければ会議を

開くことができないものとする。

(一般競争参加資格の有効期間)

第８ 第６の規定により認定した一般競争参加資格の有効期間は、その認定の日から次期の定期

の一般競争参加資格審査に基づく一般競争参加資格の有効期間の開始日の前日までとする。

(有資格業者名簿の様式)

第９ 部局長は、規則第34条第4項の規定により名簿を作成するときは、有資格業者名簿(様式特

２)により行うものとする。

(有資格業者名簿等の送付)

第10 部局長は、第９の有資格業者名簿を作成したときは、当該部局所属の支出負担行為担当官、

代理支出負担行為担当官及び分任支出負担行為担当官(以下「支出負担行為担当官等」とい

う。)並びに国土交通省大臣官房会計課長に当該名簿を送付するものとする。

(一般競争参加資格認定通知書の様式)

第11 部局長は 規則第34条第6項の規定により通知するときは 一般競争(指名競争)参加資格認、 、

定通知書(様式特３（イ)及び（ロ ）により行うものとする。）

(変更等の届出)

第12 部局長は 申請者又は第6第2号の規定により 一般競争参加資格があると認定した者(以下、 、

有資格業者 という )が 次の各号の一に該当することとなったときは 当該各号に掲げる「 」 。 、 、

者に、すみやかに、その旨を届出させるものとする。

一 死亡したときは、その相続人

二 法人が合併により消滅したときは、その役員であった者

三 法人が破産により解散したときは、破産管財人

四 法人が合併又は破産以外の事由により解散したときは、その清算人

五 廃業したときは、本人又は役員

２ 部局長は、有資格業者に第11の通知をした後において次の各号に掲げる事項について変更が

あった場合においては 速やかに 一般競争(指名競争)参加資格審査申請書変更届(様式8)によ、 、

りその旨を届け出させるものとする。

一 住所、電話番号又はファクシミリ番号（営業所の新設又は廃止の場合を含む ）。

二 商号又は名称

三 法人である場合においては代表者の役職及び氏名、個人である場合においてはその者の氏

名



四 本社（本店）以外の営業所（一般社団法人及び一般財団法人にあつては、事務所。以下こ

の号において同じ ）の名称、所在地、電話番号又はファクシミリ番号。

五 資格審査申請書に記載した登録を受けている事業

六 業務に係る登録の有無及び希望業務

七 資本関係に関する事項又は役員の兼任に関する事項

３ 前２項の規定による届出は、申請者又は有資格業者の本社（本店）の所在地を受付担当部局

とする部局長に対して行わせるものとする。

４ 部局長は、前項の届出があったときは、その内容を当該部局所属の支出負担行為担当官等に

通知するものとする。

(一般競争参加資格の認定の取消し等)

第13 部局長は、有資格業者から第12第１項の届出があったときは、審査会の予備審査を経ない

で直ちに、第２第一号イからホまでの一に該当することとなったとき、又は不正の手段により

一般競争参加資格の認定を受けたときは、遅滞なく審査会の予備審査を経て、それぞれ一般競

争参加資格の認定を取り消すものとする。

２ 部局長は 前項の規定により一般競争参加資格の認定を取り消したときは 一般競争(指名競、 、

争)参加資格認定取消通知書(様式特４)により当該有資格業者又は第12第１項各号に掲げる者

にその旨を通知するとともに、第９の有資格業者名簿から当該有資格業者に係る記載事項を抹

消すべき旨を当該部局所属の支出負担行為担当官等及び国土交通省大臣官房会計課長に通知す

るものとする。

(指名競争参加資格)

第14 部局長は、規程第36条第１項の規定により指名競争に参加する者に必要な資格を定めると

きは、一般競争参加資格と同一に定めるものとする。

(指名基準)

第15 部局長は、規則第36条第１項の規定により指名競争に参加する者を指名する場合の基準を

定めるときは、次の各号に掲げるところによるものとする。

一 支出負担行為担当官等は、測量、建設コンサルタント業務、地質調査業務及び補償関係コ

ンサルタント業務を指名競争に付そうとするときは、当該業務の予定価格等を勘案して指名

しなければならない。

二 支出負担行為担当官等は、指名競争に参加する者を指名しようとするときは、次のイから

トまでに掲げる事項に留意するとともに、当該会計年度における指名及び受注の状況を勘案

し、指名が特定の有資格業者に偏しないようにしなければならない。

イ 不誠実な行為の有無

ロ 審査基準日以降における経営状況

ハ 審査基準日以降における業務成績

ニ 手持業務の状況

ホ 当該業務における技術的適性

ヘ 審査基準日以降における安全管理の状況

ト 審査基準日以降における労働福祉の状況

(契約状況の報告)

第16 部局長は、当該部局所属の支出負担行為担当官等が前会計年度に締結した測量、建設コン

サルタント業務、地質調査業務及び補償関係コンサルタント業務の請負契約の状況について、



毎年５月３１日までに国土交通省大臣官房会計課長に報告しなければならない。

附 則

（適用）

１ この要領は、昭和46年度以後に締結する測量及び建設コンサルタント業務の請負契約に係る

請負業者の選定等に関する事務処理について適用する。

（新型コロナウイルス感染症に係る一般競争参加資格審査の特例）

２ 〔略〕

附 則（令和４年10月３日付け国会公契第11号）

この通知による改正後の建設コンサルタント業務等請負業者選定事務処理要領は 地方整備局、

の所掌する測量、建設コンサルタント業務、地質調査業務及び補償関係コンサルタント業務の

請負契約を令和５年４月１日以降に締結する場合の一般競争及び指名競争に参加する者に必要

な資格並びに当該資格の審査並びに競争に参加する者の選定等に関する事務の取扱いについて

適用する。

〔沿 革〕

１ 昭和５０年１１月２８日 一部改正

２ 昭和５１年１２月 １日 一部改正

３ 昭和５３年１１月１０日 一部改正

４ 昭和５５年１０月２８日 一部改正

５ 昭和６１年１１月２８日 一部改正

６ 昭和６３年１２月 ２日 一部改正

７ 平成 ６年１１月１４日 一部改正

８ 平成 ８年 １月 １日 一部改正

９ 平成 ８年１２月 ２日 一部改正

１０ 平成１０年 ９月２５日 一部改正

１１ 平成１０年１１月３０日 一部改正

１２ 平成１２年１２月２７日 一部改正

１３ 平成１５年 ３月３１日 一部改正

１４ 平成１７年 ３月３０日 一部改正

１５ 平成１９年 ３月２９日 一部改正

１６ 平成２１年 ３月２７日 一部改正

１７ 平成２３年 ３月３１日 一部改正

１８ 平成２５年 ３月２５日 一部改正

１９ 平成２７年 ３月３１日 一部改正

２０ 平成２８年１１月２４日 一部改正

２１ 平成３０年１０月 １日 一部改正

２２ 令和 ２年 ５月２９日 一部改正

２３ 令和 ２年１０月 １日 一部改正

２４ 令和 ３年 ７月 １日 一部改正

２５ 令和 ４年 ３月 １日 一部改正

２６ 令和 ４年１０月 ３日 一部改正



別表１



別表２



様式１



様式２



様式２－２

様式３



様式４

様式５ 登記簿謄本（法人の場合）又は身分証明書（個人の場合） （略）

様式６ 登録証明書等 （略）

様式７ 財務諸表類 （略）

様式８



様式 特２



様式特３ （イ）

様式特３ （ロ）



様式 特４



（別添）








